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1. 16年 9月中間期の業績 （平成16年 4月 1日～平成16年 9月30日）

( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期       25,439     8.0         151     2.4         234     0.8
15年 9月中間期       23,556     4.2         148    23.5         232    15.4

16年 3月期       49,680－          349－          508－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

16年 9月中間期          125    50.5          25.28
15年 9月中間期           83     7.1          16.79

16年 3月期          104－          17.59

(注 )1.期中平均株式数 16年 9月中間期      4,980,372株 15年 9月中間期      4,981,206株
16年 3月期      4,981,059株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )16年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当           0円00銭円 銭 円 銭
16年 9月中間期           0.00－ 特別配当           0円00銭
15年 9月中間期           0.00－

16年 3月期 －           9.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 9月中間期       27,861        4,508     16.2        905.22
15年 9月中間期       26,065        4,356     16.7        874.67

16年 3月期       27,122        4,450     16.4        890.17

(注 )1.期末発行済株式数 16年 9月中間期      4,980,006株 15年 9月中間期      4,981,156株
16年 3月期      4,980,736株

2.期末自己株式数 16年 9月中間期          5,194株 15年 9月中間期          4,044株
16年 3月期          4,464株

2. 17年 3月期の業績予想 （平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       50,700         530         140          9.00          9.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          28円08銭

(注)１ ． 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
    ２ ． 上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、
      　 実 際 の 業 績 は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式 

     移動平均法による原価法 

  ② その他有価証券 

     時価のあるもの 

      中間決算末日の市場価格等に基づく時価法 

      （評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 

     時価のないもの 

      移動平均法による原価法 

 (2) 棚卸資産 

  ① 商品 

     移動平均法による原価法 

  ② 未成工事支出金 

     個別法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    定率法 

    主な耐用年数 建物・構築物       ３～50年 

           車両運搬具・器具及び備品 ２～10年 

 (2) 無形固定資産 

    自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法 

 (3) 長期前払費用 

    均等償却 

 (4) 投資不動産 

    定率法 

     主な耐用年数 ４～50年 

 

３．引当金の計上基準  

 (1) 貸倒引当金 

  ① 一般債権 

     債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒実績率法によっております。 

  ② 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

 (2) 賞与引当金 

    従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しております。 
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 (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

 

４．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

    税抜方式によっております。 
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注記事項 
 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 

（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 

前事業年度末 

（平成16年３月31日） 

１．有形固定資産及び投資不動産の 
  減価償却累計額 

   有形固定資産    1,069,265千円 

   投資不動産        153,060千円 

 

２．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債の「その他」に

含めて表示しております。 

１．有形固定資産及び投資不動産の 
  減価償却累計額 

   有形固定資産    1,119,919千円 

   投資不動産        169,893千円 

 

２．消費税等の取扱い 

同左 

 

 

１．有形固定資産及び投資不動産の 
  減価償却累計額 

   有形固定資産    1,097,136千円 

   投資不動産        161,855千円 

 

２． 

 

 

 

 

 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間  当中間会計期間  前事業年度  
自 平成15年４月１日 自 平成16年４月１日 自 平成15年４月１日 

(
至 平成15年９月30日 

) (
至 平成16年９月30日 

) (
至 平成16年３月31日 

） 

１．営業外収益の主要項目 

  受取利息             11,189千円 

  仕入割引             67,529千円 

  不動産賃貸収入       33,729千円 

  受取協賛金            9,491千円 

 

２．営業外費用の主要項目 

  支払利息             24,917千円 

  売上割引             26,161千円 

  不動産賃貸費用       13,808千円 

 

３．特別利益の主要項目 

  貸倒引当金戻入益     22,697千円 

 

４．特別損失の主要項目 

  投資有価証券評価損       －千円 

 

５．減価償却実施額 

  有形固定資産         29,773千円 

  無形固定資産            612千円 

  投資その他の資産      8,760千円 

  （投資不動産） 

１．営業外収益の主要項目 

  受取利息             10,639千円 

  仕入割引             66,264千円 

  不動産賃貸収入       35,903千円 

  受取協賛金            5,253千円 

 

２．営業外費用の主要項目 

  支払利息             26,023千円 

  売上割引             28,476千円 

  不動産賃貸費用       15,945千円 

 

３．特別利益の主要項目 

  貸倒引当金戻入益         －千円 

 

４．特別損失の主要項目 

  投資有価証券評価損    5,675千円 

 

５．減価償却実施額 

  有形固定資産         28,204千円 

  無形固定資産            356千円 

  投資その他の資産      8,353千円 

  （投資不動産） 

１．営業外収益の主要項目 

  受取利息             24,322千円 

  仕入割引            134,596千円 

  不動産賃貸収入       66,957千円 

  受取協賛金           19,640千円 

 

２．営業外費用の主要項目 

  支払利息             49,621千円 

  売上割引             53,992千円 

  不動産賃貸費用       30,053千円 

 

３．特別利益の主要項目 

  貸倒引当金戻入益         －千円 

 

４．特別損失の主要項目 

  投資有価証券評価損    5,999千円 

 

５．減価償却実施額 

  有形固定資産         60,450千円 

  無形固定資産            919千円 

  投資その他の資産     17,555千円 

  （投資不動産） 
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（リース取引関係） 

前中間会計期間  当中間会計期間  前事業年度  
自 平成15年４月１日 自 平成16年４月１日 自 平成15年４月１日 

(
至 平成15年９月30日 

) (
至 平成16年９月30日 

) (
至 平成16年３月31日 

） 

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

 

①リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び中間期末残高
相当額 

 
その他 

(車両運搬具 
 器具及び備品)     

 取得価額相当額 185,960千円     
 減価償却累計額 
 相当額 143,211千円 
    
 中間期末残高 
 相当額 42,748千円 

 

②未経過リース料中間期末残高相当額 

 １年以内 34,456千円 

 １年超 46,135千円 

 合計 80,591千円 

 

③支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額 

 支払リース料 25,507千円 

 減価償却費相当額 17,273千円 

 支払利息相当額 1,851千円 

 

④減価償却費相当額及び利息相当額の
算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を10％として計算した定率法に

よる減価償却費相当額に10／９を乗

じた額を減価償却費相当額としてお

ります。 

・利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

 

①リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び中間期末残高
相当額 

 
その他 

(車両運搬具 
 器具及び備品)     

 取得価額相当額 165,933千円     
 減価償却累計額 
 相当額 125,277千円 
    
 中間期末残高 
 相当額 40,655千円 

 

②未経過リース料中間期末残高相当額 

 １年以内 30,194千円 

 １年超 40,237千円 

 合計 70,432千円 

 

③支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額 

 支払リース料 19,476千円 

 減価償却費相当額 14,971千円 

 支払利息相当額 957千円 

 

④減価償却費相当額及び利息相当額の
算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

 

 

・利息相当額の算定方法 

同左 

 

 

 

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

 

①リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び期末残高相当
額 

 
その他 

(車両運搬具 
 器具及び備品)     

 取得価額相当額 187,601千円     
 減価償却累計額 
 相当額 138,229千円 
    
 期末残高相当額 49,371千円 

 

②未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 34,247千円 

 １年超 49,299千円 

 合計 83,547千円 

 

③支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額 

 支払リース料 46,454千円 

 減価償却費相当額 33,118千円 

 支払利息相当額 3,187千円 

 

④減価償却費相当額及び利息相当額の
算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

 

 

・利息相当額の算定方法 

同左 

 

 

 

 

 



 

－ 9 － 

（有価証券関係） 
子会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 

（１株当たり情報） 

 前中間会計期間   当中間会計期間   前事業年度  
自 平成15年４月１日 自 平成16年４月１日 自 平成15年４月１日 項    目 

（ 
至 平成15年９月30日 

） （ 
至 平成16年９月30日 

） （ 
至 平成16年３月31日 

） 

１株当たり純資産額 874円67銭   905円22銭   890円17銭   

    

１株当たり中間(当期)純利益 16円79銭   25円28銭   17円59銭   

    

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益 

 潜在株式が存在しないた 
め、記載しておりません。 

同左 同左 

 

 

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

 前中間会計期間   当中間会計期間   前事業年度  
自 平成15年４月１日 自 平成16年４月１日 自 平成15年４月１日 項    目 

（ 
至 平成15年９月30日 

） （ 
至 平成16年９月30日 

） （ 
至 平成16年３月31日 

） 

１株当たり中間(当期)純利益    

    

 中間(当期)純利益 83,629千円   125,898千円   104,634千円   

    

 普通株主に帰属しない金額 －千円   －千円   17,000千円   

 （うち利益処分による 
  役員賞与金） (  －千円)   (  －千円)   (17,000千円)   

    

 普通株式に係る 
 中間(当期)純利益 83,629千円   125,898千円   87,634千円   

    

 普通株式の期中平均株式数 4,981千株   4,980千株   4,981千株   

 

 


